
大阪府の「教育基本条例」制定に反対する意見書

大阪府教育基本条例は、９月定例会に議員提案され、継続審議となっている。

同条例は以下に述べるように重大な問題点を持っている。

第１に、学校と教育委員会に、全面的に政治が介入し、統制しようとするも

のであり、憲法に保障された教育の自由・自主性を踏みにじるものである。

条例案は、知事が特定の教育目標を決めて教育に押しつけ、教育委員や教職

員が目標を実現する責務を果たさない場合は、罷免や解雇につながる評価など

で管理、統制することになっている。これは、「教育は、不当な支配に服するこ

となく」と規定している教育基本法第１６条に違反するものである。また、地

方自治法に定める教育委員会の権限、任務、役割を弱めるものである。

第２に、条例案は、一斉学力テストの結果を市町村・学校別に公表、また、

定員割れが続く高校の廃校など、行き過ぎた競争教育をさらに推進し、教育を

ゆがめるものである。

国連子どもの権利委員会は、現状の競争教育について、日本政府に対して、

子どもの発達にゆがみをもたらしており、「学校システム全体を見直すこと」を

勧告している。

条例案については、教育委員、教育学者など教育界だけでなく、弁護士会、

日本ペンクラブなどから批判や重大な危惧が指摘されている。

したがって、本市議会は、「教育基本条例」を制定しないことを強く要請する。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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